入札参加資格審査申請書
令和　　年　　月　　日　
　地方独立行政法人北海道立総合研究機構
　理事長　　　　　　　　　　様
○申請者
地方独立行政法人北海道立総合研究機構が実施する令和５年度（2023年度）巡回健康診断委託業務に係る競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。
　　なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
	所在地
	郵便番号　　　　－　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　－　　　　－

	商号又は名称
	
	(代表者印)


	代表者
	
	


　　

申出事項
　私は、競争入札参加資格審査申請に当たり、次に該当しない者であることを申し出ます。
１　地方独立行政法人北海道立総合研究機構契約事務取扱規則（平成22年4月1日規程第48号。以下「取扱規則」という。）第３条に規定する者(未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は含まれない。)。
２　取扱規則第４条の規定により地方独立行政法人北海道立総合研究機構の競争入札への参加を排除されている者
３　北海道又は地方独立行政法人北海道立総合研究機構が行う指名競争入札に関する指名を停止されている者
４　暴力団関係事業者等であることにより、北海道又は道総研が行う競争入札への参加を除外されている者。

５　暴力団関係事業者等である者。

６　次に掲げる税を滞納している者。
　（１）道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ）

　（２）本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く）

　（３）消費税及び地方消費税

７　次に掲げる社会保険等の届出の義務を履行していない者（当該届出義務がない者を除く。）。
（１）健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出
（２）厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出
（３）雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出
８　定期健康診断、人間ドック等の健康診断において、告示日現在より過去２年間で重大な健診事
故等がある者。また、健診事故等の発生に伴う再発防止策等のマニュアルを有していない者。
９　令和５年４月（　日）以前の２年間で健康診断業務契約当事者から書面による業務改善に係る通知を受けている者。
○支店等
　　次の欄は、本店が道外にある場合に、道内の支店等について記入してください。
	所在地
	郵便番号　　　　－　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　－　　　　－

	商号又は名称
	

	代表者
(支店等の代表者)
	


１　申請者の概要
（１）法人設立登記
　　　昭和・平成・令和　　　年　　月　　日
（２）資本金
　　　　　　　　　　　万円
　　　※　申請日現在の払込済（登記済）資本金を記入してください。
（３）従業員数
　　　　　　　　　　　人
　　　※　本店、支店、営業所等を含めた全員の人数を記入してください。
２　胃部エックス線検査３年以上の実務経験を有し、自社で検診業務に２年以上引き続き従事している放射線技師数（日本消化器がん検診学会の胃がん検診専門技師認定者）

	区　　　分
	人　　数

	放 射 線 技 師
	人


　

３　検診車の所有台数
	区　　　分
	台　　数
	うち初度登録が
平成１９年４月以降のもの

	胸部・胃部併用レントゲン車
	台
	台

	上記

以外
	胸部レントゲン車
	台
	台

	
	胃部レントゲン車
	台
	台


４　本申請に係る連絡先（申請内容に関して、照会を行う場合があります。）
	所属（部・課・係名）
	

	役職・氏名
	役職　　　　　　　　　　　　氏名

	電話番号
	代表・直通　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　　　（内線　　　　　　　　　）


別紙
添付書類一覧
　入札参加資格審査申請書の他に、次に掲げる書類を提出して申請してください。
	
	区　　　　分
	摘　　　　要

	１
	登記事項証明書
	法務局の発行するもの（原本又は写し）。
　※申請受付時前３か月以内に発行されたものに限ります。

	２
	・道税（道が賦課徴収するものに限る）に滞納がないことの証明書
・消費税及び地方消費税

	ア　道税事務所、総合振興局（振興局）税務課の発行するもの

※道に納税義務のない場合は、本店が所在する都府県の法人事業税に滞納がないことの証明書。
イ　税務署が発行するもの（国税通則法施行規則別紙９号書式その３の３（法人用））

※いずれも申請受付時前３か月以内に発行されたものに限ります。

	３
	社会保険等の届出義務を履行
していることの証明書類
	ア　 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定に
よる届出書の写し

イ 　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出書の写し

ウ　 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出書の写し

※届出義務がないものについては、社会保険等適用除外申出書（別記第20号様式）を提出のこと。

	４
	病院又は診療所開設許可証
	保健所の発行したものの写し

	５
	貸借対照表及び損益計算書
	直近２事業年度分

	６
	臨床検査の精度管理に関する書
類

	ア　 日本医師会が発行する「臨床検査精度管理調査の評価評点一覧表」の写し又は一般社団法人日本臨床衛生検査技師会が実施する臨床検査精度管理調査結果の写し
（過去２ヶ年分）

※検体検査の外部委託を行っている場合は、当該検査機関の全評価評点一覧表の写し

イ　検体検査の外部委託に係る検査機関との全委託契約書の
写し（令和２年度契約分）

※検体検査の外部委託を行っている場合のみ提出

	７
	胸部、胃部エックス線検査に関
する書類
	胸部、胃部エックス線検査における精密検査結果調査一覧表

（対外的に公表しているもの）の写し　（過去３ヶ年分）

	８

	胃部Ｘ線検査する撮影技師に関する書類


	ア　経歴書（様式１）及び業務に必要な免許等の写し
(臨時雇用のため、申請時に提出できない場合にあっては決定次第提出してください。)
イ　日本消化器がん検診学会の胃がん検診専門技師認定者の写し

	９
	使用する検診車（胸部・胃部エックス線撮影併用車）に関する書類
	ア　道路運送車両法による自動車検査証の写し及び車両、機器の写真

イ　割賦販売による車両購入の場合は、契約書の写し


	10
	胸部及び胃部検診用エックス線装置に係る保守契約
	契約書の写し（上記９の車輌に係る平成３０年度以降分。ただし当該装置の保守がメーカーにより保証されている期間に係る部分は、当該保証書等の写し）

	11
	巡回健康診断実施マニュアルに関する書類
	業務作業実施マニュアルの写し

	12
	暴力団関係事業者等に該当しない者であること等の誓約書
	誓約書（別紙様式）

	13
	一般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク付与認定に関する書類
	プライバシーマーク登録証の写し

	14
	その他理事長が必要と認める書類
	申請内容を確認するために、他の書類の提出をお願いする場合があります。


注）　提出を受けた書類は返却しません。
【道税に係る納税証明書の請求方法等】
  １　納税証明書の交付請求書は、各道税事務所、各総合振興局（振興局）税務課の窓口にあります。
また、北海道総務部財務局税務課のホームページからダウンロードすることができます。
（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zim/noufu/noufu301.htm）
２　証明が必要な税目は、すべての道税（市町村が賦課徴収する個人道民税を除く。）です。
　３　証明書の使用目的欄は「資格審査申請」です。

４　証明事項は「道税について滞納がないこと。」です。
  ５　手数料は1件（１税目）につき、400円の北海道収入証紙です。
北海道収入証紙は、北洋銀行、道庁及び総合振興局（振興局）の売店等の収入証紙売りさばき所で販売しております。
様式１
	経歴書
氏名
生年月日
住所
学歴及び職歴
年　月～年　月
学歴・勤務先
職務内容
職務に関連する資格等
資格（研修）の種類
取得等年月
上記のとおり相違ありません。
令和　　年　　月　　日
（本人の氏名）　　　　　　　　　　　　　　　印



注
１
学歴は、最終学歴を記載すること。

２
職歴は、年月日順に、現在の会社等への入社、現在までの業務従事歴等を記載すること。
　
３
資格等は、診療放射線技師免許証、日本消化器がん検診学会の研修修了書の写しを記載する
こと。
４
この経歴書は、１人につき１部を提出すること。
別記第20号様式
社会保険等適用除外申出書
地方独立行政法人　北海道立総合研究機構理事長　様
次の理由により、社会保険又は雇用保険の届出義務のないことを申し出ます。
また、申出の内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。
【社会保険】　□健康保険　　□厚生年金保険
１．従業員５人未満の個人事業所であるため。
２．従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所のため。
３．その他
	


　　　　　　注１　届出義務のない保険の種類をチェックし、該当する番号を◯で囲むこと。
２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。
　（例）◯◯年金事務所に確認し、△△により適用除外となる。
【雇用保険】
１．役員のみの法人であるため。
２．その他
	


　　　　　　注１　該当する番号を◯で囲むこと。
     　　　 ２　その他を選択した場合は、関係機関に問合せを行った上で、その理由を記載すること。
　（例）◯◯ハローワークに確認し、△△により適用除外となる。
　　　　　　年　　月　　日
所在地　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
